
2021年度 環境放射能除染学会 第18回講演会「福島復興再⽣に向けた新たな展開」
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地域協働による福島再⽣に向けて
（飯舘村環境再⽣事業等を例として）

国⽴研究開発法⼈農業・⾷品産業技術総合研究機構
万福裕造



11写真提供：経済産業省・東京電⼒



2写真参照：飯舘村デジタルアーカイブ



3
参照：環境省除染情報サイト http://josen.env.go.jp/
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空間線量率の減少（継続的な除染効果が確認）

参照：原⼦⼒規制委員会「福島県及びその近隣県における航空機モニタリングの測定結果について」



5

帰還困難区域を除き⾯的な除染を完了（完了区域の避難解除）

参照：環境省除染情報サイト http://josen.env.go.jp/
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平成26年度実施（飯舘村除染⼯事）

写真提供：飯舘村産業振興課農政係

本気で営農再開を検討する⼈にとっては不⼗分な地⼒の回復。



7
参照：環境省除染情報サイト http://josen.env.go.jp/



8参照：⾷品中の放射性物質の最近の検出状況 令和３年６⽉消費者庁/⾷品安全委員会/厚⽣労働省/農林⽔産省 参照21ページ
https://www.maff.go.jp/j/syouan/seisaku/radio_nuclide/attach/pdf/210630_siryo.pdf



9参照：令和元年度 原⼦⼒被災⾃治体における住⺠意向調査（概要・抜粋）
https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-4/ikoucyousa/200319_ikouchousa_zentai_gaiyou-2.pdf



10写真提供：中間貯蔵管理株式会社 ⼯事情報センター
図参照：中間貯蔵施設情報サイト http://josen.env.go.jp/chukanchozou/about/#section03
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写真：農研機構 万福

再⽣利⽤の⽬的と流れ

県外最終処分に向けては、まず最終処分量を低減すること重要。
放射能濃度の低い⼟壌等を再⽣資材として利⽤可能とする技術的・制度的・社会的条件をい
かに整えるかが課題。
2011年11⽉に閣議決定された基本⽅針において、除去⼟壌については、技術の進展を踏ま
えつつ、保管⼜は処分の際に可能な限り減容化を図るとともに、減容化の結果分離されたも
の等、汚染の程度が低い除去⼟壌について、安全性を確保しつつ、再⽣利⽤等を検討する必
要があると⽰されいる。そのため、環境省は、2016年4⽉に「中間貯蔵除去⼟壌等の減容・
再⽣利⽤技術開発戦略」を策定し、減容処理等を⾏った上で除去⼟壌を再⽣資材化し、適切
な管理の下での利⽤を実現するための基本的考え⽅を⽰すこととしている。
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福島県飯舘村 ⻑泥地区 環境再⽣実証事業

資料参照：中間貯蔵施設情報サイト http://josen.env.go.jp/chukanchozou/about/#section03
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⻑泥地区 再⽣利⽤実証事業

ほ場整備・営農開始

環境省が実施 飯舘村が実施

実証事業
（再生資材化、露地栽培、ハウス栽培等）

農用地造成事業

◆事業の流れ

参照：環境省 中間貯蔵施設情報サイトhttp://josen.env.go.jp/chukanchozou/facility/recycling/project_iitate/



参照：環境省 中間貯蔵施設情報サイトhttp://josen.env.go.jp/chukanchozou/facility/recycling/project_iitate/



15環境省公開動画：なすびのギモンパート8 第4回『除去⼟壌の再⽣利⽤ってどんなことをしているの？③』
https://www.youtube.com/watch?v=w1OvsPMDMco&t=141s
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地域の住⺠は、未知の物質であった放射性物質への対応と対策を体験し、避難を乗り越え、現在に⾄る。
除染等により環境の修復は進んでいるものの、時間の経過による帰村意識の薄れ、
インフラ整備への不満など、地元⾃治体での営農再開・⽣活再開に向け多くの課題がある。

震災後10年、変遷する課題の把握、避難先での定住化
帰還して農業を営む⼈の減少（帰還者の多くが⾼齢者）

⾼齢化、担い⼿（若⼿）の育成・確保
農地除染後の地⼒回復、⼟づくり
震災前の美味しさを感じない農産物（農家の感覚的指摘？）

地域でまとまらない農産物（個別農家では流通対応できない）

住⺠との協働で得られる正確な情報
協働することで得られる信頼と営農意欲・帰還意識の向上

避難地域における帰還意識（営農再開意識）を⾼める農家との協働


